様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2020年12月16日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ふじつうかぶしきがいしゃ
                              　一般事業主の氏名又は名称 富士通株式会社
（ふりがな）ときた　たかひと
                              （法人の場合） 時田　　隆仁　         印
住所　〒211-0053 神奈川県 川崎市中原区 上小田中４丁目１番１号
法人番号　1020001071491　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年度　経営方針説明 

	公表日
	2020年7月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	経営方針説明会　説明資料https://pr.fujitsu.com/jp/ir/library/presentation/pdf/20200730-02.pdf

	記載内容抜粋
	富士通グループをとりまく市場環境について、従来型の基幹システムなどの既存IT市場は、今後緩やかに縮小していくと予測し、その旨を公開。そして、今後需要が高まる企業のDXを牽引し、社会課題の解決に貢献する「DX企業」への変革を目指すことを公表している。
また、AI、データ活用などのテクノロジーをベースとしたDXビジネスと、DXに必要なクラウド移行などのモダナイゼーションとを合わせて「デジタル領域」とし、これを成長させていく方針を公表するとともに、当社グループのDXを加速するため、社内プロセスや情報インフラの刷新を行い、社内改革を実行していく方針をステークホルダーへ公表している。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認のもと公表



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2020年度　経営方針説明
2 富士通自身を変革する全社DXプロジェクト「フジトラ」が本格始動

	公表日
	1 2020年7月30日
2 2020年10月5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 経営方針説明会　説明資料https://pr.fujitsu.com/jp/ir/policy/management.html
2 富士通プレスリリース
https://pr.fujitsu.com/jp/news/2020/10/5.html

	記載内容抜粋
	DXビジネスを牽引する新会社設立、DXを支えるテクノロジー（コンピューティング、AI、5Gネットワーク、サイバーセキュリティ、クラウド、データマネジメント、IoTの７つ）を重点技術領域として定め、リソースを集中し強化する方針を公開している。当社グループのDXに関しては、「経営」と「現場」が一体となり、デジタルを最大限に活用したトランスフォーメーションを目指す方針を公表している。
そして主な施策としてデータドリブン強化を掲げ、富士通のデジタルツインを作ることを公表している。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 取締役会の承認のもと公表
2 意思決定機関に承認された方針に基づき作成された内容であり、公表媒体に記載



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 日本発、富士通の全員参加型DX P.5,P.6
https://pr.fujitsu.com/jp/news/2020/10/5c.pdf
2 富士通グループサステナビリティデータブック 人材育成・キャリアデザイン 5-2-3-1(PDF上の44-46)
https://www.fujitsu.com/jp/about/resources/reports/sustainabilityreport/2020-report/

	記載内容抜粋
	戦略を推進するための体制(全社DXプロジェクト体制)・組織を公表。CDXO（最高デジタル変革責任者）を兼務するCEOの時田、DX推進の担当役員（執行役員常務 CDXO補佐 福田）、COO（代表取締役副社長 古田）、CFO（取締役執行役員専務 磯部）が経営のリーダーシップを発揮することを公表している。
また、M&A、有力パートナーとのアライアンス、ベンチャーへの投資、高度人材の獲得を行うことを公表している。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 日本発、富士通の全員参加型DX P.14,P.15,P.16
https://pr.fujitsu.com/jp/news/2020/10/5c.pdf
2 経営方針説明　P.12
https://pr.fujitsu.com/jp/ir/library/presentation/pdf/20200730-02.pdf

	記載内容抜粋
	経営・業務・ITを三位一体で標準化していくことを公表するとともに、自らの変革のための投資の中に社内システムを含め、グローバル・シングルERP等を整備する方針を公表している。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 2020年度　経営方針説明 
2 富士通グループサステナビリティデータブック
3 日本発、富士通の全員参加型DX

	公表日
	1 2020年7月30日
2 2020年10月29日
3 2020年10月5日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://pr.fujitsu.com/jp/ir/library/presentation/pdf/20200730-02.pdf
2 https://www.fujitsu.com/jp/about/resources/reports/sustainabilityreport/2020-report/
3 https://pr.fujitsu.com/jp/news/2020/10/5c.pdf

	記載内容抜粋
	富士通のパーパスである「イノベーションによって社会に信頼をもたらし、世界をより持続可能にしていくこと」の実現に向けて、財務･非財務両面の経営目標を設定し、公表している。
なお、非財務指標のひとつとして経済産業省 DX推進指標を採用し、DX戦略の達成度を測定している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2020年10月30日
2 2020年10月29日

	発信方法
	1 富士通グループ 統合レポート2020
https://pr.fujitsu.com/jp/ir/integratedrep/2020/pdf/all.pdf
2 富士通グループサステナビリティデータブック
https://www.fujitsu.com/jp/about/resources/reports/sustainabilityreport/2020-report/

	発信内容
	経営者自ら統合レポート等でグローバルビジネス戦略の再構築や、お客様のDXパートナーとなるための新会社設立等の戦略を示し、変革を牽引するとともに、戦略の推進状況に係る財務情報、非財務情報に関する情報発信を行っている。
また、気候変動への対応をサステナビリティ経営の重要課題と位置付け、気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD)の提言に基づき、情報を開示している。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2019年12月頃　～2020年3月頃

	実施内容
	経済産業省 DX推進指標による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトより入力している。
自己診断は、主要なグループ会社・海外リージョンを含めて定期的に実施し、引き続きDX推進に取り組む。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年4月頃　～　2020年3月頃※
※2019年度を対象とした情報セキュリティ報告書2020年度版は、会社の基盤・制度が変化している中で、セキュリティも変化していく過渡期であるため、2020年度版と2021年度版を統合し、2021年度上期に発行予定。

	実施内容
	定期的に情報セキュリティ監査を実施し、情報セキュリティ報告書を公開をしている。
また、統合報告書等の媒体を活用し、当社サイバーセキュリティに関する対策を公表している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

